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CFOメッセージ

■ 2025年度の振り返り

　2025年度は中期経営計画「Driving value with ambition  価値創造
への挑戦」（2025～2027年度）の初年度として、連結売上高は販売価格
の改善などにより5期連続で過去最高を更新しました。一方、営業利益は
米国関税の影響などにより減益となりました（図1・図2）。
　セグメント別では、建設機械・車両事業は増収減益となった一方、リテー

ルファイナンス事業および産業機械他事業は建設機械・車両事業と比較

して高い成長を示し、利益率も堅調に推移しました（図3・図4）。

　また、1株当たり当期純利益は高い水準を維持しており、株主還元を支
える収益力は引き続き確保できています（図5）。
　コマツは企業価値をPBR（Price Book-value Ratio：株価純資産倍率）
の観点で捉え、その構成要素まで分解して管理しています。まずPBRは
PER（Price Earnings Ratio：株価収益率）とROE（Return on Equity：
自己資本利益率）に分解できます。さらに、PERは資本コストとキャッシュ
フロー期待成長率、ROEは純利益率、総資産回転率、財務レバレッジに
分解し、課題を構造的に把握しています（図6）。

図1：連結売上高・営業利益推移

図3：セグメント別 売上高成長率（前年度比）推移

図4：セグメント別 利益率推移

図2：建設機械・車両事業 セグメント売上高・利益増減要因

2025年度まで売上高は5期連続で過去最高を更新

直近ではリテールファイナンス、産業機械他が大きく伸長

2025年度のリテールファイナンス、産業機械他の利益率は堅調に推移

売上高は販売価格改善などにより過去最高、利益は関税影響などにより減益

2026年4月よりCFOに就任しました。
米国関税政策や地政学リスクの高まりなど、コマツを取り巻く事業環境は不確実性が一段と増しています。このような状況において、財務

の責任を担う立場として、その役割の重さを改めて認識しています。

経理・財務部門の使命は、業績を正確に把握・報告することにとどまりません。外部環境の変化をいち早く捉え、経営判断に資する形で可視

化し、進むべき方向を示すこと、さらに資本効率を意識した資源配分を通じて、持続的な企業価値向上を実現することにあると考えています。

本メッセージでは、2025年度の業績を振り返るとともに、2026年度の見通しと課題を整理します。そのうえで、不確実性の高い環境下で
コマツがどのように収益性、キャッシュ創出力、資本効率を高め、持続的な企業価値向上を実現してきたのかをお伝えします。
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ではほとんどが日本国内向けでしたが、1970年代から本格的に海外市
場の開拓に乗り出し、M&Aも活用しながら商品ラインアップを拡充し、海
外販売を拡大してきました。当初は日本からの輸出が主だったものの、海

外市場の需要増加および円高の進行などの時代背景もあり、1980年代
から現地生産を加速させ、2000年代以降、海外売上高が国内売上高を
安定的に上回るようになりました（図7）。
　今日の高い海外売上比率は、成長の結果であると同時に、業績の安定

性を支える基盤にもなっています。事業を地域的に分散させていることで、

特定地域の需要減速や為替変動が連結業績に与える影響を抑えやすくな

り、環境変化に対応しやすい事業構造につながっています。

CFOメッセージ

　この枠組みに基づき、中期経営計画では「成長性」「収益性」「効率性」

「リテールファイナンス事業」「株主還元」の5つを財務目標として設定し
ており、すべての目標が企業価値向上に向けた活動でカバーされるよう

設計しています（図6）。
　2025年度は、ROEが目標である10％を上回るなど資本効率の面では
一定の成果を上げました。一方、フリー・キャッシュ・フロー（FCF）は関税
の影響などにより、計画に対して課題を残す結果となりました（図6）。今
後は収益性の改善に加え、運転資本の適正化を含めたキャッシュ創出力

の強化を推進していきます。
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図5：1株当たり当社株主に帰属する当期純利益推移
図7：海外売上高推移

図6：中期経営計画の経営目標

2022年度以降、高水準を維持
海外売上高比率は年々上昇し、現在は約9割が海外向け売上げ

PBRをPERとROEに分解して経営課題を把握

■ 2026年度の見通し

■ コマツのレジリエンスを支える財務戦略

　2026年度においても、米国関税や中東情勢の影響などを背景に、不確
実性の高い経営環境が継続する見通しですが、建設機械の需要はグロー

バルで底堅く、売上高は過去最高を見込んでいます。営業利益は引き続

き販売価格改善に努めるものの、米国関税の影響拡大などにより前年度

から減益を見込んでいます（図1）。
　こうした環境下において企業価値を着実に高めていくためには、収益性

や資本効率の改善に加え、外部環境の変化に適切に対応していく力、す

なわち「レジリエンス」が一段と重要になると考えています。

　コマツはこれまで、為替変動、金融危機、パンデミックなど、さまざまな

環境変化に直面してきました。その都度、事業構造の見直しや収益力強

化の施策を着実に実行することで、危機を乗り越え、成長と安定性を両立

してきました。

　ここからはこれまでの主要な施策をご紹介します。

（1）  事業ポートフォリオと地域分散
事業の選択と集中

　1990年代、建設機械市場は日米欧の成熟化に伴う需要停滞により成
長が見込めないという見方が主流で、コマツも他社同様に多角化や新事

業による成長を目指していました。しかし、2000年代に入るとその方針
を転換し、建設機械・車両事業およびシナジーを見込める産業機械他事

業を中核に据える戦略へと大きく舵を切りました。これにより、収益性の

強化にとどまらず、強みのある領域に集中的に資源を配分し、経営効率の

向上にもつながりました。

海外売上高の拡大

　事業領域を強みのある分野に集中させる一方で、地域面では特定市場

に過度に依存しない事業基盤の構築を進めてきました。

　現在、コマツの海外売上比率はおよそ9割にのぼります。1960年代ま

（2） 収益構造の安定化
鉱山機械事業の伸長によるアフターマーケット事業の拡大

　新車需要の変動が大きい建設・鉱山機械市場において、需要の変動に

左右されにくい収益構造を構築することは、重要な経営課題でした。コマ

ツでは、この課題に対し、鉱山機械事業の売上高構成比を高めることで

対応してきました。鉱山機械は、一般建機に比べて長時間の連続稼働が

前提となるため、機械本体の販売に加え、部品・サービスなどのアフター

マーケット収益を継続的に見込みやすい事業です。鉱山機械事業が伸長

した結果、コマツ全体に占めるアフターマーケット事業（部品・サービス）

の拡大にもつながってきました。
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PBR PER ROE

項目
中期経営計画（2025～2027年度） 2025年度

の状況
PBR分解

（企業価値向上に向けた指標）経営指標 経営目標
成長性 売上高成長率 業界水準を超える成長率 +0.7% ② キャッシュフロー期待成長率

収益性
営業利益率 業界トップレベルの利益率 13.7% ③純利益率

FCF 3年累計：1兆円（M&A関
連の支出を除く） 2,632億円 ④総資産回転率

効率性 ROE 10%以上 11.3% ④総資産回転率
リテール
ファイナン
ス事業

ROA 1.5％～2.0% 2.4% ③純利益率
ネット
D/Eレシオ 6倍以下 4.45 ⑤財務レバレッジ

株主還元 連結配当性向

連結配当性向を40％以上
とする

連結配当
性向45.9% ①資本コスト

財務の健全性、株主資本
比率他を総合的に勘案し
て自己株式の取得を適時
に実施する

自己株式
取得
1,000億円

⑤財務レバレッジ

PER

ROE

1

①資本コスト ②キャッシュフロー期待成長率

③純利益率 ④総資産回転率 ⑤財務レバレッジ
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一したうえで、2002年から本格導入しています。
　SVM管理の導入により、世界各地の採算比較が可能となり、変動費と固
定費を共通の物差しで把握できるようになりました。また、「必要な利益率

を確保するために、固定費をどの水準に抑えるべきか」が明確になり、売上

げの増減に応じた早期のアクションが可能となりました。こうした管理手

法は、リーマンショック時に工場閉鎖を含む構造改革を進め、大幅な固定

費削減を実行した際にも重要な役割を果たしました。

グローバルクロスソースの推進 
　2011年に進行した超円高のような為替変動リスクや、激しい需要変動
への対応力を高めるため、当社はグローバルでのクロスソース体制の強化

を進めてきました（図10）。世界中にある複数の生産拠点で同一仕様・同一
品質の製品を供給できる体制を整えることで、為替や需要の変動、生産負

荷の変化に応じて最適地での生産を行い、収益性の維持と投資効率の向

上を図ってきました。

　このクロスソースを実際に機能させるうえで重要だったのが、SVM管理
です。各拠点の採算を共通の考え方で把握できるようになったことで、どの

拠点で生産するのが最も合理的かを判断しやすくなり、為替や需要の変動

に応じた生産配分の見直しを迅速に行えるようになりました。 

　リテールファイナンス事業は、他のセグメントに比べて利益率が高く、純利

益率の向上と財務レバレッジの活用を通じてROE改善に寄与します。加え
て、金利収入はアフターマーケット事業と同様に、新車需要の変動に対して

相対的に安定した収益源となり、収益構造の下支えにもつながっています。

　また従来は健全性を重視し、ネットD/Eレシオ（純有利子負債自己資本
比率）の目標を5倍以下に設定していましたが、今後の事業拡大方針と、リ
スク管理の知見・ノウハウの蓄積を踏まえ、現中期経営計画より目標を6
倍以下へ見直しました。今後も健全性をモニタリングしながら、収益性と

成長性の両立を図っていきます。

（3） SVM管理による意思決定力の強化
SVM管理の導入
　1970年代以降の海外企業の買収を通じて、従来の日本の全部原価計算
とは異なる海外の管理会計の考え方も取り入れてきました。1997年のア
ジア通貨危機を契機に売上げが急減し、販売費および一般管理費比率の

高さが競合他社に対する弱点として顕在化したことから、固定費構造の見

直しが急務となりました。こうしたなか、コマツの事業戦略が「選択と集中」

にシフトするのに合わせ、生産水準によって製品ごとの原価が変動する伝

統的な全部原価計算を見直し、変動費を中心に捉える海外の直接原価計

算の考え方を管理会計に導入しました。コマツではこれをSVM（Standard 
Variable Margin）管理と呼び、グローバルで変動費と固定費の定義を統

　実際に、2010年度から2025年度にかけて、本体・部品・サービスを合
わせた鉱山機械事業の売上高構成比が上昇するとともに、建設機械・車

両事業全体に占める部品・サービスの売上高構成比も上昇しています（図

8）。こうした事業ポートフォリオの変化により、新車需要の変動に左右さ
れにくい収益構造への転換が進んだと考えています。 

リテールファイナンス事業の拡大

　2016年に建設機械・車両事業からリテールファイナンス事業を切り分
け、現在の3つのセグメント体制に組み替えました。当社製品のお客さま
向け金融商品を取り扱うリテールファイナンス事業は、1988年にドレッ
サー社（アメリカ）との合弁会社設立時に同社傘下の金融子会社を取り込

んだことに始まります。

　その後、担保資産となるコマツ製品にKomtrax（機械稼働管理システ
ム）が標準装備されるようになりました。これを機に、2004年以降はアメ
リカ以外の地域にも事業を順次拡大してきました。本事業は、Komtrax
の技術を活用して位置情報や稼働状況を把握し、債権保全の実効性を高

めながら、建設・鉱山機械の重要な販売促進ツールとして育ててきました。

直近では、2025年度にイギリスでファイナンス提供を開始し、2026年度
には南アフリカでも金融子会社が営業を開始するなど、カバレッジを更に

拡大しています（図9）。

図8：建設機械・車両事業売上高構成比

図9：リテールファイナンス事業の業績推移

図10：油圧ショベルのグローバルソーシング例

現在は売上げの約半分がアフターマーケット（部品・サービス他）事業

ネットD/Eレシオをコントロールしながら資産規模を拡大

グローバル生産拠点から、各市場へ製品供給できる体制を構築

（%）

（年度）

一般建機本体 鉱山機械本体
鉱山機械部品・サービス他

0

50

100

2010 2025

51%
30%

18%

19%

32%16%

13%

21%

部品・
サービス他
合計 33%

鉱山機械事業
合計 29%

部品・
サービス他
合計 52%

鉱山機械事業
合計 50% 

一般建機部品・サービス他

（年度）

（%）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

7,285

21.5%

3.5 3.6 3.8 3.7 3.5 3.8
4.2 4.5 4.4

27.5%

17.9%
23.9%

31.8%

23.4%
23.9%

29.0%

15.9%

8,421 8,410 8,871 9,809
11,211

13,310 13,796
16,179

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

10

20

30

40
（億円）

資産 セグメント利益率 ネットD/Eレシオ

海外拠点間のクロスソース
日本からのソーシング

コマツアメリカ
チャタヌガ工場

コマツブラジル

英国コマツ

日本小松山東

バンコックコマツ
小松常州

コマツ
イタリア製造

コマツインディア

コマツインドネシア

CFOメッセージ

成長戦略



価値創造ストーリートップメッセージ サステナビリティイントロダクション 25ガバナンス DataKomatsu Report 2026

CFOメッセージ

（4） キャッシュ創出力と資本効率経営
フリー・キャッシュ・フロー（FCF）管理の導入
　連結ベースではROEを重視していますが、子会社管理では業態や各国
規制の違いによる資本水準の差もあり、ROEをそのまま共通指標とする
ことは適切ではありません。また需要変動の大きい建設機械・車両事業で

は売掛金や棚卸資産を含む資産効率の管理が重要です。そこで2017年
度からはROIC（Return on Invested Capital：投下資本利益率）を導入
し、収益性管理であるSVM管理を補完してきました。しかし比率指標で
あるROICは、事業部門が直接的に改善効果を感じにくいという課題もあ
りました。

　そのため2023年度からは、連結ROICの向上を目的に、グループ各社
の管理指標としてFCFを導入しました。FCFを用いることで、各社は資産
効率の良し悪しを比率ではなく金額ベースで把握でき、改善すべき論点を

より具体的に認識できます。加えて、FCF創出の源泉を、①利益、②運転
資本、③固定資産(減価償却費－投資額)、④M&Aの4つに分解しています。
これにより、改善すべき要素と金額を明確にし、将来キャッシュフローの

最大化につなげています（図11）。 

（5） 販売価格の改善
　コマツでは、2017年度から2021年度にかけて、需要変動やコロナ禍
を含む厳しい事業環境のもとでも、固定費を概ね横ばいに抑え、収益体

質の維持に努めてきました。一方、2022年度以降は、世界的なインフレ
進行に伴う原価上昇に加え、将来の成長に向けた研究開発費の強化など

重点分野に戦略的に経営資源を配分しており、固定費は増加しています。

こうした原価・固定費の増加に対し、その吸収を図るため、積極的に販売

価格の改善を進めてきました。

　2021年度を起点に、販売価格と原価・固定費の増減を累積で比較す
ると、2023年度第4四半期に初めて、販売価格の増加分が原価・固定費
の増加分を上回りました。しかし2025年度は、米国関税の影響により原
価が大幅に上昇し、販売価格改善による効果を原価・固定費の増加が上

回った結果、累計損益はマイナスに転じました。引き続き、販売価格の改

善、原価低減、固定費の適正管理を一体で進め、収益性の回復・向上に取

り組みます（図12）。

（6） 財務基盤の強化
グローバル・キャッシュ・マネジメント・システム（GCMS）の導入
　当社は2007年度に、多通貨・多拠点を対象としたGCMSを導入しまし
た。GCMSとは、世界各地のグループ会社の資金残高や入出金を一元的
に把握し、グループ内の余剰資金と資金需要を調整することで、外部借入

の抑制や資金効率の向上につなげる仕組みです。

　当時、日本企業においてGCMSの導入は一般的ではなく、多くの企業
は日本国内または地域単位での資金管理にとどまっていました。

　こうした先進的な取り組みにより、グローバルでの資金の可視化と一

元管理を進め、平時における資金効率の向上に加え、非常時においても

迅速に流動性を確保できる体制を構築しています。

　さらに、GCMSに各地域のCMSを組み合わせることで、地域をまたいだ
資金管理の一体化を実現しています。買収した会社についてもこのCMS
に組み込むことで、買収後の迅速な資金管理の統合と資金効率の向上に

つなげています。

①利益　 ②運転資本 ④M&A③固定資産
フリー・キャッシュ・フロー=［営業利益×（1－実効税率）］+［運転資本ネット］＋［減価償却費－固定資産投資］－［M&A投資］ 
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図11：フリー・キャッシュ・フロー推移

図12：販売価格の改善と原価・固定費アップ推移

FCFを利益・運転資本・固定資産・M&Aに分解し、グループ各社の管理指標として導入

原価・固定費上昇の吸収に向け、販売価格・コスト改善を継続
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や市場構造の変化に対してより耐性のある事業ポートフォリオの構築にも

つながります。つまりM&Aは単なる規模拡大ではなく、将来を見据えた事
業構造の転換を進めるための戦略的な手段でもあります。

　M&A後の統合においては、当初想定したシナジーの実現やコマツとの
相互理解を深めながら、被買収会社のROI（Return on Investment：投
資利益率）とWACC（Weighted Average Cost of Capital：加重平均資
本コスト）との比較を行うとともに、連結業績へのシナジー効果を継続的

に確認し、企業価値向上への貢献度を定期的にモニタリングしています。 

CFOメッセージ

国際税務面の対応強化

　税務面では、1988年に設立したドレッサー社（アメリカ）との合弁会社
における出資比率拡大（現在のコマツアメリカ株式会社）を契機に、海外

現地法人との取引価格の算定方法について税務当局と事前に合意する

APA（Advance Pricing Arrangement：移転価格税制に基づく事前確
認制度）の検討を開始しました。その後、1996年の日米APA第1次合意
を皮切りに、オーストラリアやベルギーとも順次合意し、日本から海外現

地法人への取引に係る売上高の約5割まで、APAの適用範囲を拡大して
います。こうした取り組みは、移転価格税制を巡る不確実性を低減し、海

外事業の安定運営と財務面での予見可能性の向上に寄与しています。

政策保有株の削減

　政策保有株について、コマツは株価変動リスクの抑制と資産効率向上

の観点から、2009年度よりいち早く見直しを進めてきました。その結果、
2017年度末までに保有していた上場株式をすべて売却しました（図13）。
こうした政策保有株式の削減は、資本効率を重視し、限られた経営資源

を成長投資や株主還元へ優先的に配分するという、現在のキャッシュア

ロケーションの考え方にも通じるものです。

資金調達の多様化

　コマツは、資金調達手段の多様化も進めてきました。その一環として、

2020年7月の環境改善に資する投資を対象とした当社初のグリーンボン
ドの発行を皮切りに、2022年度には、サステナビリティに関する目標の
達成状況に応じて金利が上昇する、日本企業初の外貨建てサステナビリ

ティ・リンク・ボンドを発行しました。さらに2026年7月には、高い省エネ
ルギー性能を備えたコマツ本社ビルの建て替えを資金使途とするグリー

ンボンドを発行しました（図14）。
　こうした取り組みは、資金調達の多様化に加え、当社の取り組みに関心

を持つ幅広い投資家との対話機会の拡大にもつながるものと考えています。

（7） M&Aの強化
　2017年度には、コマツとして過去最大となる約3,000億円でジョイグ
ローバル社を買収しました。コマツでは、M&Aを事業ポートフォリオの将
来像を実現するための重要な手段の一つと位置付け、積極的に活用してお

り、現在では、M&Aを通じて獲得した事業が連結売上高の約30％を占め
ています（図15）。
　現時点での重点分野は、「ソリューション」「坑内掘りハードロック事業」

「電動化を含むコンポーネント」 「林業機械事業」などです（図16）。
　これらの分野のM&Aは、将来の成長機会の取り込みに加え、景気変動

図13：政策保有株式の削減推移（コマツ単独）
2017年度までにすべての政策保有株式の削減を達成
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図14：グリーンボンド概要

図15：コマツが買収した会社の売上高推移

図16：M&Aマッピング

コマツ本社ビルの建て替えにグリーンボンドを活用

1993年以降に買収した会社の売上高は、
2025年度 連結売上高の約30%に上る

事業ポートフォリオの将来像を実現するためにM&Aを積極的に活用
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発行年限・発行額 3年・200億円

利率 年1.782％

条件決定日 / 払込日 2026年7月3日 / 2026年7月9日

資金使途 本社ビルの建て替え

一般建機・鉱山機械
林業機械
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■ キャッシュアロケーションと株主還元 ■ IR活動の強化

■ 今後の企業価値向上に向けて

　当社では従来から、営業キャッシュフローを、①設備投資（成長戦略）、

②株主還元、③バランスシート改善（将来のM&Aへの備え）という3つの
資金使途に配分してきました。

　安定的な株主還元を継続するためには、将来の成長につながる投資を

優先することが不可欠であると考えており、営業キャッシュフローの約50％
を設備投資に充当するとともに、将来のM&Aにも備える方針です（図17）。
　株主還元については、安定配当を基本としつつ、財務の健全性や株主

資本比率などを総合的に勘案し、機動的に自己株式取得を実施してきま

した。実際に、2024年度より3年連続で各1,000億円の自己株式取得を
行っています（図18）。こうした資本配分の基本的な考え方は、短期的な
株主還元と中長期の成長投資、更に将来の不確実性への備えを同時に実

現させるものです。

（1） 地政学・通商政策リスクへの対応
　米国関税政策や中東情勢の緊迫化など、足元では当社を取り巻く事業

環境の不確実性が一段と高まっています。当社では、こうした外部環境の

変化が事業に及ぼす影響を過小評価せず、入手可能な情報に基づいて的

確に見極めたうえで、その影響を業績見通しに適時反映し、外部に公表し

てきました。重要な点は、不確実性を早期に把握し、前提を明確にして見

通しへ反映するとともに、ステークホルダーに対して透明性と一貫性のあ

る説明を真摯に行うことだと考えています。加えて、商流の見直しや価格改

善など、取り得る対策を着実に実行し、収益への影響抑制に努めています。

（2） 非財務インパクトの定量化
　企業価値の向上には、財務情報に加え、事業活動が社会にどのような

価値を生み出しているかを把握し、経営に活かすことが重要です。経理・

財務部門においても、非財務領域の価値を定量的に捉える取り組みに挑

戦しています。

　その一環として、今回は中期経営計画の重点分野である林業機械事業

に着目しました。森林機能の維持と木材資源の持続的な活用を両立する

「循環型林業」の重要性が高まるなか、当社の林業機械事業は、林業工

程の幅広い領域を機械化・効率化することで、その拡大を支えています。さ

らに、労働災害リスクの低減や人手不足といった社会課題の解決にも貢

献しています。

　前回取り組んだAHS（鉱山向け無人ダンプトラック運行システム）に引
き続き、「インパクト会計*」を用いて一定の前提に基づき2024年度にお
ける機械化の効果を金額換算した結果、グローバル全体で約1兆2,700
億円の社会インパクトを創出している可能性が示されました（図19）。
　今後も財務と非財務をつなぐ取り組みを進化させ、経営判断やステー

クホルダーとの対話に活かすことで、持続的な企業価値向上につなげて

いきます。
*  アビームコンサルティング株式会社との共同分析

　これまでコマツは、外部環境の変化に対応して、収益性、キャッシュ創出力、

資本効率の向上に継続的に取り組んできました。その結果として、株式時価

総額やEVA®（Economic Value Added：経済的付加価値、税引後営業利
益－資本コスト）に表れる企業価値も中長期的に向上してきました（図20）。
　今後も、外部環境の変化を的確に捉え、経営判断を支える情報の質を

高めるとともに、財務規律に基づく資本配分を徹底していきます。変化の

大きい事業環境においても、将来の成長に必要な投資を継続し、その成

果をステークホルダーの皆さまと共有できるよう、経理・財務の面から企

業価値の向上を支えていきます。

図17：キャッシュアロケーションの基本的な考え方

図18：配当金・自己株式取得および総還元性向の推移

成長投資として設備投資に営業キャッシュフローの約50%を配分

2024年度から3年連続で1,000億円の自己株式取得を実施
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図19：林業機械インパクト会計のロジック例

* 林業事業では、機械化による社会価値を捉えるため、主にチェーンソーなどを用いた作業方法と
比較してインパクトを算出しています

* 林業事業で創出される社会価値は他社製品を含む複数の機械・工程の組み合わせによって成立す
るため、他社寄与分を控除しています

図20：企業価値・EVA®推移

林業機械はグローバルで約1兆2,700億円/年のインパクトを創出

企業価値は中長期的に向上
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営業
CF

設
備
投
資

通常投資 35-45%
営業キャッシュ・フローの
約半分を成長投資に充当リース・レンタル用投資 5-15%

計 約50％

株主還元 約40％ 連結配当性向40％以上・
自己株式の取得を適時に実施

将来のM&Aへの備え 約10％ 外部リソースの活用を常に検討

インパクト領域 算出内容

生産性
・機械化による木材生産量の増加
・省人化による人件費削減
・燃料費増加によるコスト増

安全性 機械化による事故リスク低減

環境負荷
利用時

製品利用時のCO2排出コスト

植林・育林によるCO2吸収効果

廃棄時 製品廃棄時のCO2排出コスト

総計 約1兆2,700億円

AHSのインパクト会計（コマツレポート2025 P.42）Web 

https://www.komatsu.jp/ja/-/media/HOME/ir/library/annual/2025/ja/kmt_kr25j_print.pdf#page=43
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